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要 約

近年，小学校 1年生の学校不適応が「小 1プロブレム」として問題となっている。本研究は，小学

校 1年生の入学期の実態を情緒・行動の特徴と学校適応の観点から明らかにするとともに，それらと

レジリエンスとの関連について検討することを目的とした。対象は，N県内のA小学校および B小

学校への入学予定児で，幼稚園の担当教諭あるいは保育所の担当保育士に，小学校入学の 2カ月前に

レジリエンス尺度への回答を求めた。また，その児の保護者に，入学の 2カ月前，入学後の 4月と 6

月に，CBCL への回答を求めた。さらに，その児の担任教諭に，入学後の 4月と 6月に学校適応感尺

度への回答を求めた。統計学的分析によって，情緒・行動の特徴としては，「身体的訴え」が，入学の

2カ月前よりも 4月の方が有意に高いことが示された。また井潤他（2000）の一般児童の臨床域人数

と比較して，1年生は，4月には「社会性の問題」が臨床域である児が有意に多く，「非行的行動」が

臨床域である児が有意に少ない傾向にあることが示された。また学校適応としては，「安心感」が，4

月より 6月の方が有意に高いことが示された。レジリエンスと情緒・行動の特徴との関連では，4月，

6月ともに，「ソーシャルスキルの柔軟な利用」，「意欲」とさまざまな情緒・行動の特徴との間に有意

な負の相関がみられた。またレジリエンスと学校適応感との関連では，4月には「ソーシャルスキル

の柔軟な利用」と「集団適応」，「安心感」，「意欲」と「集団適応」，「資源」と「安心感」との間に正

の相関がみられたが，6月には「意欲」と「集団適応」にのみ正の相関がみられた。これらのことから，

「小 1プロブレム」の実態が，情緒・行動の特徴と学校適応という観点から明らかになるとともに，入

学前のレジリエンスを把握することで，入学後の子どもたちの情緒・行動の特徴や学校適応を予測で

きる可能性，さらには「小 1プロブレム」防止のための援助の要点が示唆された。
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問 題 と 目 的

はじめに

満 6歳 4月，子どもたちは小学校へ入学する。ほと

んどの子どもたちが，就学以前に幼稚園や保育所で集

団生活を経験している今日でも，小学校入学はフォー

マルな社会集団への最初の参加である（大嶽，1998）。

近年，小学校入学後に学校生活に不適応を起こす児

童の問題が，「小 1プロブレム」として社会的に注目さ

れている。2003 年，国立教育研究所が，文部省（現文

部科学省）からの委嘱を受けまとめた「学級経営をめ

ぐる問題の現状とその対応」報告書に，高学年で起こ

る「学級崩壊」とともに，新 1年生の学校不適応の問

題が「小 1 問題」という名称で取り上げられている。
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「小 1プロブレム」とは，「学級崩壊」とは異なり，学

級集団が形作られない未形成状態での現象（尾木，

1999）である。また，その現象について，「集団行動が

取れない，授業中に座っていられない，話を聞かない

などの行動が数カ月継続する状態である」（東京都教

育委員会，2004）といった記述が散見されるが，統一

された見解はなく，その実態の調査や研究はほとんど

なされていない。

「小 1 プロブレム」への対策として，文部科学省

（2003）の「幼児教育振興プログラム」では，幼稚園と

小学校との連携，子どもたちの異年齢交流の推進など

の施策が打ち出され，2009 年施行の「幼稚園教育要領」

と「保育所保育方針」，2011 年施行の「小学校新学習指

導要領」でも，幼稚園・保育所・小学校の 3者の連携

が明記されている。また，学校現場においては，1 年

生担当の加配教員の配置，30 人学級の整備などの対応

が広がってきているほか，子どもたちの実態がある程

度把握できた 5月に改めて学級編成を行う学校もでて

きており，「小 1プロブレム」への対策に苦慮している

のが現状である。

1 「小 1プロブレム」に関する研究

秋田（2003）は，ねらい達成のための指導事項を 5

領域とする幼稚園の教育課程と，学習すべき内容を教

科ごとに定める小学校以上の教育課程との間の編成上

の大きな違いが，幼稚園・保育所と学校の文化に顕著

な相違を生み出しており，それにより幼保小に段差が

生じ，子どもたちの移行を困難にしていると述べてい

る。また，丹羽・酒井・藤江（2004）は，幼稚園，保

育所，小学校教諭と保護者を対象に，育てたい子ども

像についての意識調査を行い，幼稚園教諭・保育士あ

るいは保護者は，小学校教諭よりも「自主性・積極性」

を重視しているという結果から，3者が相互理解し連

携をしていくことが必要であると述べている。また，

1 年生の不適応の背景として，家庭の問題，子どもの

生活の変化，幼保小の段差の問題，小学校をめぐる問

題の 4 つの側面を挙げている。また，長谷部（2004）

は，保育実習を体験した保育士をめざす学生を対象に，

「小 1プロブレム」の要因について尋ね，家庭のしつけ

や養育態度が挙げられたことから，就学前に学校生活

適応のための準備となる保育が必要であると述べてい

る。これらは，「小 1プロブレム」に関わる報告と考え

るが，論説や意識調査にとどまる。

これに対して，盛・尾崎（2007）は，小学校 1年生

を対象に，社会的スキル，基本的生活習慣，友人関係

と学校適応との関連について研究を行っている。その

結果，自己コントロールが高い子どもや基本的生活習

慣が定着している子どもは集団適応が高いこと，良好

な友人関係は学校生活における安心感に影響を及ぼす

ことを示している。このほかに「小 1プロブレム」に

関する実証的な研究は現在のところ見当たらない。し

かし，学校適応感を 3月，4月，6月と経時的に調査し

ているにもかかわらず，その他の調査を 6月に実施し

ており時間的な因果関係の検討が十分とは言えない。

2 適応要因としてのレジリエンス

近年，ストレスへの予防要因あるいは緩衝要因とし

て，レジリエンスに注目が高まっている。レジリエン

ス研究は，外傷体験研究を起点として，さまざまな種

類の不適応への危険要因を持っているにもかかわらず

予想に反して予後が良好な人に関して，何が予防的に

作用しているかに着目する形で発展している（Wer-

ner & Smith，1982；Garmezy，1983；Blom，1986）。

齊藤・岡安（2009）は，レジリエンス研究をレビュー

し，レジリエンスとは，「何らかのリスクに対して適応

状態を維持，あるいは引き起こされた不適応状態から

回復する能力や過程である」とまとめている。また，

小花和（2002）は，レジリエンスを規定する要因とし

て，気質，セルフ・エフィカシーなどの個人要因，問

題解決能力，社会的スキルなどの子どもによって獲得

される要因，サポートしてくれる家族や家族以外の人

の存在などの環境要因を挙げている。それらの規定要

因には，嶋田（1998）が学校適応の要因として挙げて

いるセルフ・エフィカシー，社会的スキル，ソーシャ

ルサポートが包含される。

日本においてもレジリエンスを測定するために尺度

研究が行われている。幼児を対象にしたものとして、

「意欲」，「資源」，「楽観」の 3因子からなるHiew（2000）

によって作成された SRC（State-Resilience Scale）の

日本版（小花和，2000）や，「ソーシャルスキルの柔軟

な使用」，「ストレス耐性」の 2因子からなる尺度（高

辻，2002）がある。また，中学生を対象にした，「意欲

的活動性（自己志向性）」，「内面共有性（関係志向性）」，

「楽観性」の 3因子からなる尺度（石毛，2004）や，大

学生を対象とした，「新奇性希求」，「感情調整」，「肯定

的な未来志向」の 3 因子からなる尺度（小塩・中谷・

金子・長峰，2002）がある。そしてそれらを使ってレ

ジリエンスに関する研究が進められている。小花和

（2002）は，母親の認知からみた幼児期の日常的なスト

レスについて，4歳児では，「意欲」，「資源」が「ひき

こもり」，「対人緊張」といったストレス反応と負の相

関にあることを示している。高辻（2000）は，幼稚園
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児を対象に，レジリエンスの中核をなすと考えられる

行動の柔軟性は，友達関係を中心とした適応的な園生

活と関連が見られるという知見を明らかにしている。

石毛・無藤（2004）は，受験期の中学 3年生の学業場

面では，「意欲的活動性」と「楽観性」がストレス反応

の抑制および受験後の成長感の向上に寄与すること

を，目久田・武田・磯部・江村・前田（2004）は，大

学生のネガティブ経験に関しては，レジリエンスが高

いほうが落ち込みが低く，落ち込みを低減させるコー

ピング方略を使用する傾向にあることを示している。

このように，子どもたちの日常的な生活場面やストレ

ス場面についての研究が多く報告されている。しか

し，前述したように「幼保小の段差」（秋田，2003；丹

羽他，2004）が指摘される中にあって，小学校への入

学という場面での，レジリエンスとストレス反応また

は適応との関連については検討されていない。

3 研究の目的

本研究では，「小 1プロブレム」の予防や「小 1プロ

ブレム」からの回復を視野に入れ，レジリエンスに着

目し，小学校入学後の 1年生の実態を情緒・行動の特

徴と学校適応の観点から明らかにするとともに，それ

らとレジリエンスとの関連について検討することを目

的とする。

レジリエンスと入学後のストレス反応や適応との関

連について明らかにすることは，その対策として掲げ

られている幼保小の連携に一つの示唆を与えると思わ

れる。また，レジリエンスを把握することにより，入

学後にストレス反応や不適応を起こす子どもたちを予

測することができれば，それぞれに応じた対応をする

ことも可能になると考える。そこで，小学校入学をこ

れまでとは異なる状況に直面するときと捉え，本研究

におけるレジリエンスを，「その状況（特にストレスフ

ルな場面）で要求されることに柔軟に反応する傾向」

（Asendorpf & van Aken，1999）と定義し，研究を進め

ることとした。

方 法

1 調査対象

N 県内の A小学校および B小学校の入学予定児の

幼稚園の担当教諭・あるいは保育所の担当保育士（以

下保育者）および保護者と小学校入学後の 1年生担任

教諭を対象とした。

2 調査内容と調査時期

保育者評定用レジリエンス尺度（以下レジリエンス尺

度とする）

高辻（2002）により作成された保育者評定用レジリ

エンス尺度と，小花和（2000）により作成された幼児

用レジリエンス尺度の一部を本研究におけるレジリエ

ンス尺度として使用した。前者は，「ソーシャルスキ

ルの柔軟な利用（14 項目）」「ストレス耐性（5項目）」

といった個人内要因からなり，4 件法で回答する。後

者は，「意欲（8項目）」，「楽観（3項目）」といった個

人内要因と「資源（11 項目）」という環境要因からな

り，5件法で回答する。ただし，「楽観」は高辻（2002）

の「ストレス耐性」と項目内容が重複していると判断

して本調査では除外した。2010 年 1 月下旬から 2 月

初旬にかけ，保育者に回答を求めた。

Child Behavior Checklist/4-18日本語版・親用（以下

CBCLとする）

Achenbach（1991）により開発された子どもの情緒・

行動の問題を包括的に評価する尺度である。井潤・上

林・中田・北・藤井・倉本・根岸・手塚・岡田・名取

（2001）によって日本版の標準化がなされている。「ひ

きこもり」「身体的訴え」「不安/抑うつ」「社会性の問

題」「思考の問題」「注意の問題」「非行的行動」「攻撃

的行動」「その他の問題」の 9つの尺度と，上位概念で

ある「内向（ひきこもり，身体的訴え，不安/抑うつの

合計）」と「外向（非行的行動，攻撃的行動の合計）」

「総得点（9つの尺度の合計）」から構成され，全 113 項

目，3件法で回答する。本研究では，「過去 6カ月以内」

という教示文を「過去 1カ月以内」に変えて実施した。

2010 年 1 月下旬から 2月初旬，4月下旬，6月下旬の 3

回，保護者に回答を求めた。

学校適応感尺度

盛・尾崎（2007）によって作成された学校適応感尺

度。「集団適応（12 項目）」と「安心感（5項目）」から

なり，4件法で回答する。4月下旬，6月下旬に，1年

生担任に回答を求めた。

3 手続き

N 県内の A小学校と隣接する B小学校および各小

学校へ入学予定児の在園する 7幼稚園・保育所に対し，

本研究の目的と調査内容の概要を説明の上，協力を依

頼し，同意を得た。次に，保護者，保育者および教諭

に対して，調査の趣旨を説明した協力依頼状を同封し，

質問紙を配布，回収した。その際，保護者への調査に

関しては，保育者ないし教諭に配布および回収を委託

した。

4 分析対象

各時期の質問紙への欠損値を除く回答者数は，レジ

リエンス尺度については 87 名（57％），CBCL につい
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て，2月は 62 名（41％），4月は 91 名（55％），6月は

89 名（81％），学校適応感について，4 月は 106 名

（64％），6月は 92 名（84％）であった（回答率）。

結 果

1 小学校 1年生の実態

1）入学前後の情緒・行動の特徴の差異

入学前後の 2月，4月，6月の子どもたちの情緒・行

動の差異を調べるために，分析対象をレジリエンス尺

度および 2 月，4 月，6 月の CBCL への回答のあった

40 名とし，一元配置の分散分析を行った。その結果

（表 1），「身体的訴え」（F(2,117)＝ 2.90，p＜0.10），

「外向T得点」（F(2.117)＝ 2.71，p＜0.10），「T得点」

（F(2.117)＝ 2.71，p＜0.10）において有意な傾向がみ

られた。そこで，Tukey 法を用いた多重比較の結果，

「身体的訴え」で 2月，6月より 4月のほうが有意に高

く，「外向T得点」および「T得点」では各月間に有意

な差はみられなかった。

2）情緒・行動の特徴の入学前後の臨床域人数の変化

2)-1 入学前後の臨床域人数の変化

入学前後の 2月，4月，6月における，CBCLの各下

位尺度および上位概念のカットオフ（下位項目は 67

点，上位概念は 60 点）以上の境界域を含む臨床域の人

数を調べたところ，各月の人数の差は最高 4（「T 得

点」），最低 1（「ひきこもり」，「身体的訴え」，「不安/抑

うつ」，「注意の問題」，「内向 T得点」）であった。こ

れは最大でも全体の 10％の値であるため，統計的な検

定をする必要はないと判断した。人数の推移を表 2に

表す。

2)-2 入学後の臨床域人数の一般との比較

CBCLの T得点について，フィッシャーの直接確率

法を用いて，対象と井潤他（2001）の調査の一般群と

の臨床域の人数を比較した。その結果（表 3），「社会

性の問題」で，4 月の 1 年生の臨床域人数のほうが一

般群よりも有意に多かった。また，「非行的行動」では，

4月の 1年生のほうが有意に少ない傾向がみられた。

3）入学後の学校適応感の差異

入学後の 4月と 6月の学校適応感の差異を調べるた

めに，分析対象を両月ともに学校適応感尺度への回答

のあった 92 名とし，T 検定を行った。その結果（表

4），「集団適応」では有意な差はみられなかったが，「安

心感」では 4 月より 6 月のほうが有意に高かった（t

(91)＝2.96，p＜0.01）。また，「総得点」では有意差は

みられなかった。

2 レジリエンスと情緒・行動の特徴との関連

レジリエンスと入学後の情緒・行動の特徴との関連

を調べるため，レジリエンス尺度の 4つの下位尺度と

CBCL の下位尺度および上位概念との相関分析を行っ

た。
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2.72＋
52.5

(7.1)

52.7

(7.0)

55.8

(7.2)
外向 T得点

2月，6月

＜ 4月

多重比較

n.s

n.s

表 1 CBCLの月別平均分散分析結果(n＝40)

上段：平均 下段：（標準偏差） +p ＜.10

10不安/抑うつ

121身体的訴え

122ひきこもり

6 月4 月2 月

35非行的行動

221注意の問題

033思考の問題

341社会性の問題

1

99T 得点

669外向 T得点

455内向 T得点

002攻撃的行動

4

5

表 2 CBCLの月別の臨床域人数（n＝40)



その結果（表 5），4月は，「ソーシャルスキルの柔軟

な利用」と「ひきこもり」，「社会性の問題」，「注意の

問題」との間に有意な負の相関，「不安/抑うつ」，「思

考の問題」，「内向T得点」との間に有意な負の相関傾

向，「意欲」と「注意の問題」との間に有意な負の相関，

「思考の問題」との間に有意な負の相関傾向がみられ

た。6月は，「ソーシャルスキルの柔軟な利用」と「不

安/抑うつ」，「社会性の問題」，「注意の問題」，「非行的

行動」との間に有意な負の相関，「内向 T得点」との

間に有意な負の相関傾向，「意欲」と「社会性の問題」，

「注意の問題」との間に有意な負の相関，「思考の問題」，

「Ｔ得点」との間に有意な負の相関傾向がみられた。

3 レジリエンスと学校適応感との関連

レジリエンスと学校適応感との関連を調べるため，

レジリエンス尺度の下位尺度と学校適応感尺度の下位

尺度および「総得点」の間の相関分析を行った。

その結果（表 6），4月は，「ソーシャルスキルの柔軟

な利用」と「安心感」，「総得点」との間に有意な正の

相関，「集団適応」との間に有意な正の相関傾向，「意

欲」と「集団適応」，「総得点」との間，「資源」と「安

心感」との間に有意な正の相関がみられた。また，6

月は，「意欲」と「集団適応」，「総得点」との間に有意

な正の相関がみられた。

考 察

1 小学校 1年生の実態

1）入学前後の情緒・行動の特徴

小学校 1年生の入学前後の情緒・行動の特徴の差異

についてCBCLを用いて比較したところ，頭痛・腹痛・

吐き気などの「身体的訴え」が入学前の 2月より入学

後の 4 月のほうが高まることが示された。小花和

（2002）は，幼児期のストレス反応を測る場合，尺度に

よって示された問題行動の中で，ある時期から急に出

現したものを子どもが適切に処理できなかった結果と

して引き起こされたストレスとみることができるとし

ている。このことから，4 月の「身体的訴え」の増加

は，入学による児童のストレス反応の可能性を表すも

のと考えられる。2009 年度の小学校 1 年生の不登校

児童数は 1080 名にのぼり，小学生の不登校児童の約
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184 ( 6％)0.17ひきこもり

臨床域人数(％)

3073ｎ

一般群

123 ( 4％)0.26思考の問題

0.01＊ 123 ( 4％)0.78社会性の問題

0.13 154 ( 5％)0.13不安／抑うつ

1.00 154 ( 5％)0.13身体的訴え

0.37

461 (15％)0.23内向 T得点

0.63 154 ( 5％)0.13攻撃的行動

0.09＋ 430 (14％)0.12非行的行動

1.00 154 ( 5％)0.63注意の問題

1.00

3( 3.3％)

臨床域人数(％) P 値臨床域人数(％) P 値

8991

6 月4 月

1.00 522 (17％)0.47T 得点

1.00 522 (17％)0.67外向 T得点

0.239( 9.9％)

1( 1.1％)3( 3.3％)

7( 7.9％)7( 7.7％)

3( 3.4％)4( 4.4％)

1( 1.1％)3( 3.3％)

4( 4.5％)9( 9.9％)

1( 1.1％)1( 1.1％)

1( 1.1％)4( 4.4％)

2( 2.2％)

12(13.5％)15(16.5％)

13(14.3％)15(16.5％)

9(10.1％)

表 3 CBCLの臨床域人数の一般との比較

＋p＜.10，＊p＜.05

注) 一般群は，井潤他（2001）の調査による

18.3

(3.0)

17.5

(2.6)
安心感

0.43
33.7

(5.9)

33.5

(5.1)
集団適応

ｔ値6月4月

1.61
52.0

(7.6)

51.0

(6.6)
総得点

2.96＊＊

表 4 学校適応感尺度の各月平均と T検定結果（n＝92)

＊＊p＜.01

上段：平均 下段：(標準偏差)



4.8％を占めている（文部科学省）。入学後に児童の示

す「身体的訴え」を，周囲の大人はストレス反応の可

能性として捉え，早急な判断と対応をすることが，1

年生児童の不登校を予防する手立ての 1つになるので

はないかと考える。

2）入学前後の情緒・行動の特徴の臨床域人数

入学前後の CBCL にみる境界域を含む臨床域の人

数の推移からも，臨床域の人数の一般群との人数の比

較からも，4月には「大人に頼り過ぎる」，「他の子と仲

良くできない」，「よくからかわれる」などの「社会性

の問題」を示す子どもが増え，その割合は一般群より

も多いことが示された。しかし，6 月では一般群との

有意な差はみられなかった。このことから，入学当初

の 4月は，子どもたちにさまざまな環境の変化をもた

らし，新たな対人関係を構築しなければならない状況

を強いることになり，「社会性の問題」が臨床域となる

子どもが一時的に増えるのではないかと思われる。

また，4月は，「悪いことをしても悪いと思わない」，

「嘘をつく」，「ののしる」などの「非行的行動」を示す

子どもは，一般群よりも有意に少ない傾向となった。

小学校入学は，家族や周囲の大人たちにとっても期待

や不安が大きく，さまざまな場面で子どもたちを励ま

す機会や言葉かけが増え，子どもたちもそれに応えて，

張り切って生活を送ろうという気持ちが膨らむことが

推測される。これにより，前述のような「非行的行動」

が減少するのではないかと思われる。

3）入学後の学校適応感

4 月と 6 月の学校適応について学校適応感尺度を用

いて比較したところ，「話を聞くとき落ち着いて座っ

ていられる」，「チャイムや音楽などの合図で行動でき

る」，「友だちの邪魔をしないで仲良く活動する」など

の「集団適応」には有意な差はなく，「先生に自由に話

せる」，「学校での 1日を楽しそうに過ごしている」な

どの「安心感」は 6月のほうが高いことが示された。

山本・利島・石井・藤原・福田・浅川・古川・南（1981）

は，学校でのルールや習慣に対する行動面での適応的

変化は，新環境への移行から 2カ月後に急激に起こり，

以後は安定すると述べているが，本調査では異なる結

果となった。これには，山本他の指摘が，30 年前のも

のであることが関係するのかもしれない。「小 1 プロ
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表 5 レジリエンス尺度と CBCLの相関

T得点
外向

T得点

内向

T得点

攻撃的

行動

非行的

行動

注意の

問題

思考の

問題

社会性

の問題

不安/

抑うつ

身体的

訴え

ひき

こもり

(4 月)

-0.03-0.30＋-0.080.01-0.45＊＊-0.28＋-0.32＊-0.29＋-0.17-0.44＊＊
ソーシャルスキル

の柔軟な利用

-0.09-0.17意 欲

0.040.17-0.100.150.13-0.11-0.01-0.05-0.05-0.08-0.15ストレス耐性

-0.19

0.090.260.07-0.020.16-0.16資 源

-0.140.04-0.12-0.050.13-0.40＊-0.31＋-0.21-0.07

(6 月)

0.12-0.050.06-0.08-0.07

0.000.02ストレス耐性

-0.25-0.19-0.28+-0.22-0.37＊-0.38＊-0.19-0.51＊＊-0.33*-0.22-0.25
ソーシャルスキル

の柔軟な利用

-0.40＊-0.29＋-0.51＊＊-0.23-0.04-0.05意 欲

-0.08-0.090.03-0.14-0.17-0.050.07-0.210.02

0.21-0.010.070.070.120.240.030.020.01-0.07資 源

-0.33+-0.13-0.16-0.16-0.20

0.18

＋p＜.10，＊p＜.05，＊＊p＜.01

0.44＊＊0.29+
ソーシャルスキル

の柔軟な利用

0.33*0.130.37＊意 欲

(4 月)

総得点安心感集団適応

0.220.14
ソーシャルスキル

の柔軟な利用

-0.070.16-0.18資 源

-0.24-0.28-0.17ストレス耐性

0.39＊＊

-0.050.11ストレス耐性

0.39＊＊0.220.41＊＊意 欲

0.110.38＊-0.05資 源

(6 月)

0.20

0.07

表 6 レジリエンス尺度と学校適応感尺度との相関

＋p＜.10，＊p＜.05，＊＊p＜.01



ブレム」と称される 1 年生の学校不適応の問題は，

1990 年代半ばごろから教育現場で囁かれ始め，「小学

校 1年生に起きた異変」として初めて尾木（1999）に

より問題提起された比較的新しい問題である。また，

「小 1プロブレム」は数カ月続く（東京都教育委員会，

2004）とされているが，本調査の結果からも集団生活

適応には時間を要していることが示唆された。今後は

調査の時期を 2，3カ月以降に延ばし，「集団適応」の

推移を検討する必要がある。一方，「安心感」は 6月に

高まっており，2，3カ月のうちに，新しい環境や対人

関係に慣れていることが示された。山本他は，6 月下

旬から 7月上旬にかけて対人環境での適応が大きく前

進すると述べているが，4月よりも 6月に高かった「安

心感」は，これを反映するものと考える。

2 レジリエンスと情緒・行動の特徴との関連

入学直後の CBCL とレジリエンスの関連を検討し

た結果，「ソーシャルスキルの柔軟な利用」と「ひきこ

もり」，「不安／抑うつ」，「社会性の問題」，「思考の問

題」，「注意の問題」，「内向Ｔ得点」との間，「意欲」と

「思考の問題」，「注意の問題」との間に有意な負の相関

または相関傾向がみられた。ソーシャルスキルは，他

者との関係を円滑に進めるための技能であるが，入学

後の対人関係においてはその技能を利用することが内

向的な問題や社会性・思考・注意の問題の低減と関連

することが示された。また，それ以前とは全く異なっ

た環境の中で，周囲と積極的に関わろうとする意欲的

な側面が，思考・注意の問題の抑制と関連しているこ

とが示された。

小花和（2002）による幼児を対象とした調査では，

「資源」が「ひきこもり」，「対人緊張」と関連すること

を報告しているが，本調査では「資源」の関連はみら

れなかった。「資源」はレジリエンスの構成要素の中

の環境要因であるが，「ソーシャルスキルの柔軟な利

用」および「意欲」は個人によって獲得される要因で

あり，入学期の子どもたちのストレス反応の抑制には，

環境要因よりも個人内要因が関連することが示唆され

た。

また，入学後の 6月の CBCLとレジリエンスの関連

を検討した結果，「ソーシャルスキルの柔軟な利用」と

「不安/抑うつ」，「社会性の問題」，「注意の問題」，「非

行的行動」，「内向T得点」との間，「意欲」と「社会性

の問題」，「思考の問題」，「注意の問題」，「T得点」と

の間に有意な負の相関または相関傾向がみられた。4

月と同様に，6月においても，さまざまな情緒・行動上

の問題の抑制とレジリエンスの個人により獲得される

要因が関連していることが明らかになった。その中で

も，特に「意欲」では関連が増していることから，学

校生活に適応する過程では，学校場面において積極的

に行動しようとする意欲が重要であることがうかがえ

た。

3 レジリエンスと学校適応感との関連

レジリエンスと入学直後の 4月の学校適応との相関

分析の結果，「ソーシャルスキルの柔軟な利用」と学校

適応感の「集団適応」，「安心感」，「総得点」との間，

「意欲」と「集団適応」，「総得点」との間，「資源」と

「安心感」との間に有意な正の相関または相関傾向が

みられた。つまり，入学以前の生活で身につけていた

ソーシャルスキルを学校場面においても使用できるこ

とが，学校適応全般に関連していることが示された。

これは，幼稚園児を対象とした高辻（2000）の調査の，

友人関係を中心とした園生活への適応に行動の柔軟性

（ソーシャルスキル）が関連しているという報告と同

様の結果であると考えられる。また，「一つの課題に

集中して取り組み粘り強くやり遂げる」，「物事の段取

りや計画を立てようとする」などの「意欲」と集団生

活への適応が関連していることや，「いざというとき

家族が助けてくれる」，「家族以外にも嬉しかったこと

や悲しかったことを話せる人がいる」などといった「資

源」と学校生活への安心感が関連していることが明ら

かとなった。レジリエンスの「資源」には，ソーシャ

ルサポートおよび周囲の大人との愛着を基盤とする関

係が含まれている（小花和，2004）との見地から，入

学直後の急激な環境の変化の際の不安を和らげること

に，家族や周囲のサポートが重要な役割を果たしてい

ることが推察される。

山本（1991）は，新環境への移行時に何らかの危機

を迎える子どもたちがいる半面，新しい学校生活が始

まるという心地よい緊張感と期待感を楽しみ，新環境

でのスタートを快適に切る子どもたちがいると述べて

いる。これをレジリエンスの観点から考えると，後者

は周囲のサポートによって安心感を得，新しい生活に

意欲的に臨み，新しい出会いを柔軟にこなすといった

レジリエンスの高い子どもたちと言えるのかもしれな

い。

また，レジリエンスと入学後数カ月した 6月の学校

適応感との相関分析の結果，「意欲」と「集団適応」，

「総得点」との間に有意な正の相関がみられ，意欲的な

態度は，入学直後においても数カ月後においても，学

校生活でのルールや習慣への適応と関連するレジリエ

ンスであることが示唆された。なお，今回有意な結果
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はみられなかった「ストレス耐性」と「資源」につい

ては，今後の研究による検討を要する。「友だちに嫌

なことを言われてもあまり気にしない」，「友だちにお

もちゃを取られたとき，あまり落ちこまずすぐに別の

遊びを始める」といった，一見「ストレス耐性」が高

く見える子どもたちの中に，嫌なことがあっても主張

せずに我慢してしまい，学校適応が進まない子どもが

含まれていることもあり得ることに慎重である必要が

あろう。また，入学という環境の変化を伴う時期には，

子どもたちの「資源」が変化することも考えられ，入

学後数カ月経った時点での「資源」とそれによる学校

適応への影響についても検討を要する。

まとめと今後の課題

本研究では，小学校入学期の 1 年生の実態を情緒・

行動の特徴と学校適応感の観点から明らかにするとと

もに，それらとレジリエンスとの関連について検討す

ることを目的とし，調査を実施した。

その結果，入学がストレッサーとなり，ストレス反

応として身体的な訴えをする子どもが増えることや，

「社会性の問題」を臨床域の程度に示す子どもが増加

する半面，「非行的行動」を臨床域の程度に示す子ども

は少ないといったことが，入学直後の子どもたちの実

態として明らかになった。また，4 月から 6 月という

入学初期段階での学校適応過程においては，対人場面

を中心にした安心感は高まるが，学校生活を送る上で

のルールや習慣に関する面での適応は 2，3 カ月経っ

ても，大きく前進しないことが示された。

レジリエンスの「ソーシャルスキルの柔軟な利用」

および「意欲」は，さまざまな情緒・行動の問題の低

減との関連がみられた。また，入学直後は，「ソーシャ

ルスキルの柔軟な利用」，「意欲」，「資源」というレジ

リエンスが「集団適応」や「安心感」と関連している

ことが示された。

これらの結果から，入学前の子どもたちのレジリエ

ンスを把握することは，入学直後に不適応を起こす可

能性のある子どもたちを予測することにつながること

が示唆された。それは，現在小学校で行われている新

1 年生の学級編成作業にも役立てることができ，5 月

学級編成といった問題の解消にも寄与するものと考え

られる。

また，入学前にソーシャルスキルを高めるような環

境を整え，子どもたちに身につけさせることにより，

入学時のストレス反応や不適応を予防できることが示

唆される。1 年生を対象に 20 時間の社会的スキルの

実験授業を行った調査では，向社会的スキルの獲得が

ストレス反応の軽減につながったことが明らかにされ

ている（大門・尾崎，2007）が，ソーシャルスキルの

獲得を目指した授業を計画的に仕組むことは，「小 1

プロブレム」対策としても有効であると思われる。さ

らには，子どもたちの意欲を高めるために，学校行事

を充実させたり，学級での役割意識を持たせたりなど

の学校･学級作りを心がけることが望まれる。

今回の調査では，レジリエンスは入学前に測定した。

しかし，今回使用した尺度の「資源」といったサポー

トしてくれる人の存在などの環境要因（小花和，2002）

は，入学を機に変容する可能性も考えられる。した

がって，今後は，レジリエンスの変容を確かめた上で，

レジリエンスと情緒・行動の特徴や適応との関連を検

証することが課題である。それによって，入学後子ど

もたちの学校適応を促していくための具体的な対策が

さらに明らかになると思われる。
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The relation between the actual conditions of the first graders in elementary school and their
resilience
― Focused on emotional and behavioral characteristics, and school adjustment ―

IKUKO MORIOKA (Graduate School of Psychology, Kurume University)

SUMIKO IWAMOTO (Faculty of Literature, Kurume University)

Abstract

In recent years, maladjustment of the first graders in elementary school has been a problem called “Sho-ichi

Problem” or the elementary school first-grader problem. The present study aims to clarify the actual conditions of

the first graders in elementary school from two viewpoints; emotional and behavioral characteristics, and school

adjustment, and to examine the relation between these factors and the first graders' resilience. The Resilience Scale

was administered to the kindergarten or nursery teachers in February. The Child Behavior Checklist (CBCL) was

administered to their parents in February, April, and June. After entering the elementary school, the School

Adjustment Scale were administered to teachers in April and June. By statistical analysis, the score of “somatic

complaints” of CBCL increased in April compared to that of February . The previous study showed that the first

graders have more “social problems” and less “delinquent behaviors” compared to the clinical groups of children

(Itani,2000). With regard to the school adjustment, the score of “sense of security” in June was higher than that in

April, (but there was no difference in “group adjustment”. “flexible use of behavioral characteristics” after they

entered school.) In April, “flexible use of social skills” had a positive correlation with “group adjustment”, and “sense

of security”, “motivation” had a positive correlation with “group adjustment”, and “resources” had a positive

correlation with “sense of security”. In June, a positive correlation was noted only between “motivation” and “group

adjustment”. By detecting the first graders' pre-school resilience, it has a possibility to predict their emotional and

behavioral characteristics as well as school adjustment for the purpose of prevention for “Sho-ichi Problem”.

Key words : “Sho-ichi Problem” (the elementary school first-grader problem), resilience, school adjustment, CBCL
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